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＿一＿＿＿詳
第1章　はじめに
　海難事故の原因の約8割がヒューマンエラーであるという事故分析結果が示す
ように、ヒューマンエラーを減少させることが、海難の減少に最も効率的な方法
であると考えられている。
　ヒューマンエラーの一因として、操船者が受けている負担が挙げられている。
この負担を減少させることが、ヒューマンエラーの減少、海難の減少に結びつく
との観点から、様々な操船支援システムが開発され、実用化されている。しかし
ながら、海難件数が横這いを続けていることから、従来の支援システムでは支援
が不十分であることがわかる。
　1997年の年明け早々に日本海で起こった、ロシア船籍タンカーの重油流出事故
について、記憶に新しいことと思う。その復旧作業において人命が失われたこと
は非常に残念な結果である。この事故の被害が拡大するにつれて、国民は海難事
故による自然への影響の大きさを改めて知ることとなり、社会は更なる船舶の航
行安全性の向上を要求している。これは、航行中の安全を管理している操船者に
要求されることが容易に想像される。
　また、商船は荷主が要求する期限までに貨物を目的港まで輸送することが要求
されており、効率を無視して安全性の確保を行うことは、事実上不可能であると
言える。
　船舶の操縦モードには、一定の針路を保持する保針操船から、航路追従操船、
避航操船、投錨操船、離着桟操船など、様々なモードが存在する。これらのモー
ドは、航行状況や運動の解析等の要因によって決定される操船難易度を持ってお
り、難易度が高い操縦モードは事故が多く、効率的でない操縦が行われる。
　このように難易度の高い操縦モードにおいて、航行における効率性・安全性を
向上させること、それを達成するための操船者の負担を軽減させることが海難を
減少させる有効な手法であり、それを達成することのできる操船支援システムが
要求される。
　本研究では、このような要求への対処を．図るために、難易度の高い操縦モード
の一つである離着桟操船を対象とした操船支援システムの構築を行った。特に、
支援シズテムに要求される内容は人問の特性を取り入れるという観点を重視した。
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第2章　支援システムの概念
　支援システムに要求される項目は、第1章で示した通り、　「操船者が受ける負
担の減少」と「効率性・安全性の向上」を同時に達成することである。
　前者を達成するためには、操船者が不得意としている能力、欠けている能力を
補う内容が支援システムに要求され、後者を達成するためには、操船者の行動を
安全かつ効率的な航行を全うするための行動に導くことのできる支援システムが
要求される。
　しかしながら、この要求を満たす支援システムであろうとも、人間との良好な
協調関係が保たれていなければ、その効果を十分に発揮することができない。従
って、支援システムの開発にあたっては、操船者の特性を反映して、その機能を
構築する必要がある。
　操船者の特性は、作業（タスク）内容に関わらず、一般的に示される特性（一
般特性）と、タスクの内容に対応した固有な特性（タスク依存特性）とに分けら
れる。
　一般的特性は、支援システムの設計の基礎を成すものであり、次の点が挙げら
れる。
・　継続的な注意力を必要としないこと
・　精密、複雑な計算処理を短時間に要求しないこと
・　人間には微分処理などの将来予測の精度に限界があるので、高精度の将
　来予測を要求しないこと
　一方、タスク固有の特性とは、タスクを処理するための高度な情報処理に現れ
る特性である。タスクが専門化することは、それを処理するための情報処理が専
門化・高度化することを示しており、当然タスクの内容によって変化する・
　今回・支援システムの開発対象にして吟る離着桟操船におけるタスクは、以下
の情報処理内容に大別される。
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（1）　航行計画の立案
（2）　計画の実行
（3）　実行内容の評価
（4）　誤差の修正
　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
…　　　実行以前に予め行われる操船計画の立案
　　　　それを達成するための制御スケジュールの立案
　　　航行中における操作結果の評価方法の立案
…　　　時々刻々の運動状態の把握
　　　計画を追従するための操作内容の決定
…　　　現実の運動状態と計画との誤差の評価
　　　計画時に加味されていない事象の発生に対する
　　　評価
…　　　誤差の修正方法の決定
　　　　それを達成するための操作内容の決定
　以上のように、タスク内容が複雑高度化することによって人間の処理内容もタ
スク特有のものとなり、簡単にこれを一般化することは困難である。しかしなが
ら、このように高度なタスクにおける人問の特性も、様々なタスクに対する特性
を順次解明していくことによって得られる知識を集積することで、将来的には一
般化することが可能であると考えられる。
　離着桟操船というタスクは、前述の4つ情報処理内容に大別され、これらは更
に細分化された情報処理内容によって構成されている・
　これらの情報処理内容を把握し、これを支援システムの開発に組み入れること
で、適時適切な支援を行うことのできる支援システムを開発することが可能とな
るQ
　一般的特性が支援システムの開発の基本方針ならば、タスク依存特性は、支援
システムの開発の方向性を示すこととなる。
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第3章　離着桟操船支援システムの開発
3．1　離着桟操船の特徴
　前述の離着桟操船における情報処理内容は、支援すべき項目を列挙したに過ぎ
ない。それらに対する具体的な支援方法を確立するためには、離着桟操船の特徴
を把握する必要がある。
　離着桟操船の特徴を以下に列挙する・
　（1）　制御入力は、プロペラ回転数、舵角、サイド・スラスタ出力などであり、
　　　制御対象である状態量は、船体の縦方向と横方向速度、回頭角速度、岸壁
　　　との相対距離や船首方向誤差などがある。このように、多入力多出力の制
　　　御である。
　（2）　個々の制御入力に対する状態量の変化は非線形であり、かつ、強い相互干
　　　渉特性を持っている。
　（3）　離着桟操船における運動に、その場回頭や船体横方向移動がある。この運
　　　動に効果を示すものは、舵角とサイド・スラスタであるが、これらが発生
　　　する推力は、プロペラ推力と比べ極めて小さい。
　（4）　移動速度が非常に弱い範囲の運動を実現する必要があるが、この移動速度
　　　に比べ、慣性力が極めて大きく、適切な運動の制御は大変困難である。
　（5）　風圧力や潮流などの外乱の影響を受けやすく、その推定は困難である。
　在来のこの操縦モードでは、極めて低い速度で時間をかけた操船が一般的であ
る。これは、運動や状態の変化の推定を容易にするためと、常に制動をかけられ
る運動範囲に保つという安全を重視した操船を行っていることが理由である。
　このような特徴を持つ離着桟操船支援システムを、
て、開発を行った。
前述の操船者特性を踏まえ
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3．2　支援対象
　今回、支援システムの開発対象としている操縦モードは、操船の難易度が高い
操縦モードの一つである離着桟操船である。
　離着桟操船というタスクに該当する情報処理内容を第2章で大別している。そ
れらを実行している時点で区分すると、次のように分けられる。それぞれの情報
処理内容を併せて明記する。
（1）　操船計画作成段階
　　　　操船者は、港湾域を航行する前に、港湾域で航行する経路及び各経路で
　　　の針路、任意の地点における船速、これに対する主機操作方法を計画する。
　　　また、航行中に留意すべき項目の抽出、航行中の操作結果に対する評価方
　　　法の立案を行う。
（2）　実行段階
　　　　時々刻々における自船の運動状態を把握し、これと計画とを比較・評価
　　　し、操船内容を決定し実行する。また、計画時に加味されていない事象の
　　　発生に対する評価及びその対策を同時に行・う・
　支援システムには、　「負担の減少」と「安全性・効率性の向上」が同時に要求
され、これを達成するために適時適切な支援を行うことが要求される。
　適時適切な支援を行うためには、離着桟操船というタスクの様々な時間帯にお
ける情報処理内容を把握し、これを支援システムに反映することが、支援システ
ムの開発方向となる。
　離着桟操船というタスクにおける作業を行う時問帯は、上記のように「操船計
画作成段階」と「実行段階」に大別され、それぞれの情報処理内容は上記に示し
た内容となる。
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3．3　支援区域
　離着桟操船の該当区域は、港湾口から桟橋までである。この区域は、使用する
制御機器、要求される運動状態によって、大きく次の二つのモードに分割するこ
とができる。以下に、分割したモードとそのモードにおける制御機器をに説明す
る。
（1）　アプローチ操船モード
　　　制御機器：　舵、主機
　　　　区聞　：港湾口から、着桟予定地点から半径2Lの範囲内で停止する地
　　　　　　　　点までの区問
（2）　バーシング操船モード
　　　制御機器：　舵、主機、サイド・スラスタ
　　　　区間　　：アプローチ操船モード終了地点から着桟予定地点までの区間
　離着桟操船というタスクを把握するためには、その中に含まれる個々の情報処
理内容を把握する必要がある。情報処理内容は、使用する制御機器、操船者が要
求する運動状態などが要因となり、その内容が異なるものとなる。
　適時適切な支援を行うためには、状況毎の情報処理内容を把握する必要がある。
状況毎の情報処理内容を把握するために、制御機器、運動状態を観点とした分割
を行った。
　これによって、それぞれの状況下における情報処理内容が明確となり、個々の
情報処理に対する支援内容を構築することが可能となる。
　このように分割したモードは、実行段階の支援内容だけでなく、操船計画作成
段階の支援内容にも影響する。これは、操船計画作成段階における情報処理内容
に、前述した要因が含まれるからである。．
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3．4　支援内容
人問の情報処理レベルは、次の三種類で表現されることが一般的である。
スキル　ベース　　　　反射応答に近い低レベルの知的判断によって、情報
　　　　　　　　　　　処理を行う。
ルール・ベース　　．　情報を処理するに当たって、定められた手順（ルー
　　　　　　　　　　　ル）に乗っ取った処理を行う。
ナレッジ・ベース　　　様々な状況下において、複雑に絡み合う価値感の釣
　　　　　　　　　　　り合いを考慮し、これに基づいて情報処理内容を変
　　　　　　　　　　　更する。
　離着桟操船の目的を極端に示すと、出発地点から目標地点への移動である。そ
の問の経路選択、その達成方法に対して、安全性、効率性、実行可能性、負担な
どの項目が評価項目となる。
　すなわち、これらの評価項目を考慮した戦術が、操船計画の作成であり、実行
段階での適時適切な操作内容の作成に該当する。
　この戦術は、それを作成する際の状況によってその内容が異なる。これに考慮
される要素は複雑に相互干渉しており、ナレッジ・べ一スによる処理が成されて
いる・従って、この支援を行うためには、最も高度なナレッジ・ベースでの支援
が必要となる。
　今回開発した離着桟操船システムは、前述までの操船者特性を踏まえた、ナレ
ッジ・ベースによる支援を、以下の内容で達成している。
（1）　先導的支援
　先導的支援とは、支援システムが作成した安全かつ効率的な操船計画を操船者
に提示し、操船者の行動を適切な内容に導くことを目的とした支援方法である。
操船者は、この操船計画を参考にして、独自の操船計画を作成することになる。
　先導的支援は、操船計画作成段階と実行段階のそれぞれに対して行う。提示す
る操船計画の内容は、タスク依存特性で示した経路の推薦、実現すべき運動状態、
一一
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その運動を実現させるための制御スケジュールなどであり、それぞれの場面にお
いて、適切な内容を提案する。
（2）　診断機能
　操船者は、先導的支援で提示された計画案を利用して、独自の計画を立案する。
操船計画作成段階における診断機能は、操船者が作成した操船計画を、船舶の運
動性能、効率、安全といった観点から評価・診断し、不合理な部分がある場合に
は警告を発する。
　実行段階における診断機能は、時々刻々の運動状態と操船計画作成段階での計
画とを比較し、入力された制御量の妥当性を評価・診断する。
（3）　マン・マシン・インターフェース
　上記の支援が有効性を発揮するためには、システムが提示する情報を人間に適
切に伝達する必要があり、又、人間の意図を容易にシステムに伝達する必要があ
る。この伝達方法には、一般的特性とタスク依存特性を考慮した内容が要求され、
これをインターフェース開発の原則とした。
　また、この関係は、人間と船舶との間にも同様なことが言える。操船者が意図
した運動を達成するための制御装置について、操船者特性の観点から、その開発
を同時に行った・
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3．5　具体的な支援内容
　各段階の各操船モード毎に開発した支援内容について、以下に項目別に説明す
る。
3．5．1　操船計画作成段階
　操船計画作成段階では、操船者は、目的地までの操船計画の立案、航行中にお
ける操作結果の評価方法の立案などを行う。これに対する先導的支援、診断機能、
マンマシンインターフェースについて、今回開発した内容を、各操船モード毎に
以下に述べる。
（1）　アプローチ操船モード
①　先導的支援
　前述の通り、先導的支援は、安全かつ効率的な操船計画を操船者に提示するこ
とで、操船者の作成する操船計画の内容を適切な内容に導くことを目的としてい
る。従って、先導的支援では、提示する操船計画を作成するアルゴリズムが要求
されることとなる。
　一般に、操船者が作成する操船計画は、変針目標点の抽出及びそれを達成する
舵制御、船速の推移及びそれを達成するための主機制御から成る。従って、先導
的支援が有する操船計画作成のアルゴリズムは、上記を作成する内容が必要であ
り、両者の複雑な相互干渉を考慮した内容が要求される。
　各アクチュエータの相互干渉等の自船の運動性能の他に、航行する港湾の形状、
法規・慣習など様々な項目について、操船者は安全面・効率面を考慮し、状況に
応じた操船計画を作成している。
　これを先導的支援で提示する操船計画に反映させるために、操船者が考慮して
いる項目の抽出を行った・以下に、その内容を示す・
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・　港湾形状
　　操船者は、操船計画を立案するにあたって、主として港湾形状から以下
　　に示す項目を考慮していると考えられる。
　①　可航領域
　　　可航水域は港湾内に存在する構造物（岸壁、ブイなど）、浅水域によ
　　　って、制限される。また、これらに接近しないことで、航行安全性を高
　　めることとなるQ
　②操作目標の設定
　　　構造物等が変針目標、保針目標、制御機器の操作目標として使用され
　　　ることとなる。
　③安全性の維持
　　　　自船前方に存在する構造物との距離が、安全な船速を決定する要因と
　　　なる。
・　自船の運動性能
　　　自船の運動性能に関しては、主として以下に示す項目を考慮していると
　考えられる。
　①　アクチュエータの能力
　　　各アクチュエータの能力とそれによる船体運動の変化の関係を把握し、
　　実行可能な操船計画を作成する。
　②操作余裕の確保
　　　使用する操作機器の能力に余裕を持たせ、計画時に考慮することが困
　　難な突発的事象に対処する。
・　環境状態
　　環境状態に関しては、主として以下の項目を考慮し、操船計画に反映さ
　せていると考えられる。
　①外乱（潮流・風圧力）
　　　外乱は時々刻々変化する内容であり、操船計画を作成する際には、こ
　　の傾向を把握・考慮し、実行段階でその誤差の対処を行う。また、この
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　　　　傾向を用いて、構造物との距離の安全基準を修正する。
　　②　視界条件
　　　　　視界条件によって、航行中に目標とする構造物を制限し、操船計画を
　　　　修正・変更する。
　・　交通状況
　　　　　周囲を航行する船舶の動向を推測し、その状況を考慮して操船計画を
　　　　修正・変更する。
　・　法規・慣習
　　　　　航行一般における法規・慣習だけでなく、港湾域固有の法規・慣習に
　　　　ついても、これを重視する。
　今回作成した操船計画作成段階のアプローチ操船モードの先導的支援のアルゴ
リズムでは、上記の項目の中で、以下の項目について考慮した。
　・　港湾形状
　　　　対象となる港湾域を、航行が不可能な領域（陸上、構造物、浅水域など）、
　　　航行が危険な領域（前者との距離が100m以内）、安全な航行が可能な領域
　　　（前述の二つの領域以外）に分けた。これを用いて、領域を基準とした実
　　　行可能性、安全性を考慮することとした。
　　　自船の運動性能
　　　　変針、減速に関する基準として、自船の運動性能を用いた。これによ
　　　り、運動性能を基準とした実行可能性を考慮することとした。また、これ
　　　に用いる各アクチュエータの制御量に余裕を持たせることで、操船計画作
　　　成段階で考慮していない事象への対処が可能となることから、これを行う
　　　こととした。
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・　法規・慣習
　　航行一般における法規・慣習として、　「航路帯は右側を航行する」とあ
　　り、これを考慮することとした。
　以上の項目を考慮して開発した操船計画作成のアルゴリズムを図3．5．王．
1に示し、それぞれの内容について、以下に説明する。
A．　港湾域の海図データの取り込み
　離着桟操船を行う港湾の海図データから、陸岸線、浅水域などの港湾形状
をシステムに取り込む。
B．　2値画像化
　A．で取り込んだデータを用いて、陸上などの航行不可能領域を算出する。
これに接近することは安全性を損ねるので、これと一定の距離にある領域を
航行危険領域とする。港湾域から航行不可能領域と航行危険領域を削った領
域を航行安全領域と定義する。2値画像は、航行不可能領域・航行危険領域
と航行安全領域によって構成される・
　2値画像の例を図3．5．1．2に示す。図中の斜線部が航行不可能領域
と航行危険領域を示し、斜線内に陸岸線を示している。
　A．とB．の処理は、将来的には自動化が望まれるが、この開発は、本研究の
主旨とは異なるので、今回は手作業によって2値画像を作成し、システムに組み
込んだ。C．以降のアルゴリズムについては、自動化を行った。
C．　航行可能ルートの抽出
　港湾域には、複数の航行安全領域が存在する。アプローチ操船モードの出
発地点と終了予定地点の座標と自船状態を操船者から受け取り、これらの座
標と対応する2値画像上の座標を算出．する。
　2値画像上の終了予定地点から出発地点に向かって2値画像上のXY方向
に走査線を走らせ、航行安全領域の有無の判定を行い、各走査線毎に航行可
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能領域の集合を抽出する。この集合は、航行安全領域以外の領域に挟まれた
航行安全領域であり、各走査線毎に複数存在することが考えられる。
　このことから、全ての航行安全領域の集合に対して、隣接する走査線方向
の航行安全領域の集合との連結の有無を判定し、出発地点から終了予定地点
までの連続した航行安全領域を抽出する。これを航行可能ルートと呼ぶこと
とする。
D．　推薦ルート候補の算出
　C．で抽出した航行可能ルートには、航路幅が存在する。航行一般におけ
る法規・慣習では、　「航路帯は右側を航行する」ことが義務づけられている。
これを踏まえ、　「航路帯は、中央からその航路幅の15％右側を航行する」を
基準として、C．の個々の航行安全領域のグループ毎にこれに該当する点を
抽出する。航行可能ルート上のこの点を通過点と呼び、出発地点から終了予
定地点へと通過点を繋いだ直線を推薦ルート候補と呼ぶこととする。
E．　推薦航路の決定
　D．で算出した推薦ルート候補に、更に、以下に示す処理を行うことで、
安全性・効率性を高めることとする。この処理によって作成された航路を推
薦航路とする。
　・　航行距離の短縮と不必要な通過点の削除を行うために、推薦ルート候
　　補の各通過点間の直線距離を計算し、これにDijkstra法を用いて、出発
　　地点から終了予定地点までの最短経路を作成する。これによって、航路
　　長における効率性を向上させる。
　　　この処理を行うに当たっては、各通過点問の直線距離を算出する際に
　　航行安全領域以外を通過しないことを条件とし、航行安全領域による実
　　行可能性、安全性について考慮する。
　・　上記の処理によって選択された全ての通過点における変針角度を算出
　　し、この変針角度を後述する条件に基づいて、各通過点毎に舵を使用す
　　る区間を算出する。隣接する通過点でこの区間が交差している場合は、
　　この舵パターンを用いた変針が実行不可能であることから、通過点の変
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更を行う。通過点の変更は、　「航路帯は右側を航行する」との法規・慣
習を考慮し、推薦ルート候補の通過点を変更対象とする。
・　各通過点における舵を使用する区問は、変針のための舵角量を15。、
当て舵の舵角量を7．5。とした舵パターンを用いて推定する。この推定に
おいて、船速を3ノットとし、3ノット相当の主機回転数を条件とする。
F．　船速推移の決定
　上記で決定された推薦経路と出発地点・終了地点における船速状態から、
船速推移を決定する。同時に、その推移を達成することのできる主機回転数
のスケジュールを作成する。
　次の二区問にわけて、船速の推移とそれを達成する主機回転数のスケジュ
ールを作成する。
終了予定地点から最後の通過点までの区間
　終了予定地点での船速が0であることから、この区間では主機逆転に
よる減速を行うことになる。主機逆転とそれによる回頭運動を修正する
ブースティングを考慮して、この区間長での減速可能な船速を算出する。
これを最後の通過点における目標船速とする。
　上記の処理で複数の目標船速が抽出された場合は、最も高い主機回転
数を最後の通過点における目標船速とする。
出発地点から最後の通過点までの区問
　この区間では主機正転によって、最後の通過点の目標船速まで減速す
ることをを原則とする。
　これを達成するために、初期船速と最後の通過点における目標船速の
平均値を目標とした減速を行い、この船速に達した後、最後の通過点に
おける目標船速を目標とした減速を行う方法を使用することとする。
　この方法に従い、後者の減速が終了した地点が、最後の通過点上とな
る減速開始地点・主機回転数を算出する。
　前者・後者とも、目標とする船速相当の主機回転数によって減速を行
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うことを基本とする。これが不可能な場合は、前者の減速における主機
回転数を下方修正することで対応する。但し、前者の主機回転数の下限
を後者の主機回転数とする・
　更に必要ならば、後者の減速における主機回転数を下方修正すること
で対応する。
G．　舵制御スケジュールの算出
　E．で決定された各変針点での変針角度とF．の船速の推移、主機回転数
のスケジュールを基に、E．で提示した舵パターンで推薦航路の航行を実行
することのできる舵制御スケジュールを算出する。
H．　操船計画の提示
　以上までに作成された推薦航路、船速の推移、主機と舵の制御スケジュー
ルを、操船者に提示する
　以上のアルゴリズムによって作成された操船計画の航路図を図3．5．1．3
に、各制御機器・制御対象のスケジュールを図3．5．1．4に示す。
　尚、出発地点、終了予定地点、通過点をWay－Point（以下、WPとする）と定義
し、図中に表記している。出発地点をWP1、以降、通過点を出発地点に近い順
にWP2、WP3と定義し、終了予定地点をWP，（n＝出発地点、終了予定地点、
通過点の総数）とした。
②　診断機能
　操船計画作成段階では、操船者が作成した操船計画の実行可能性に対する評価
・診断を行い、その後、安全性・効率性などの評価・診断を行う。開発した診断
におけるアルゴリズムは、以下の項目によって、これを達成している。
・　航行安全領域による実行可能性の．診断
　　操船者が作成した操船計画の航行経路が、2値画像の航行安全領域に
　含まれているかを診断する。
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・　運動性能による実行可能性の診断
　　各アクチュエータの能力を最大限使用した場合に、操船者が作成した
　操船計画が実行可能であるかを診断する。
・　舵使用区間の診断
　　各変針点において、その変針を達成するために舵力を必要とする区間
　が存在する。
　　先導的支援で示した舵パターンによって、各変針点における舵力を必
　要とする区間を求め、隣接する変針点のこれが交差している場合は、こ
　の舵パターンでは適切な操船ができないことを操船者に伝える。
・　主機回転数による診断
　　操船者が作成した船速スケジュールに対して、主機正転による減速が
　実行可能であるかを診断する。主機逆転が必要であるとの診断が成され
　た場合、直進区間で、船速スケジュールが実現可能であるかを診断する。
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（2）　バーシング操船モード
　バーシング操船モードでは、マンマシンインターフェースとして、操船者の運
動制御を支援するジョイ・スティック操船装置を支援システムとして採用した。
ジョイ・スティック操船装置は、遠藤ら（’）の制御アルゴリズムを参考とした。
　図3．5．1．5にこのアルゴリズムによる並進運動可能範囲を示す。図中の
太い実線がバウスラスタピッチ10。、細い実線が5。に対応するものであり、曲線
の内側が船首方位を維持・した状態の運動可能範囲を示している。
　ジョイ・スティック操船装置における船首方位の制御方法として、回頭角速度
を入力する方法と、船首方位を入力する方法があるが、今回開発したジョイ・ス
ティック操船装置は、遠藤らの制御アルゴリズムを基に、船首方位を入力する方
法を採用した。
　ジョイ・スティック操船装置により、舵、主機、スラスタの相互干渉を考慮す
ることなく、任意の方向に並進運動が可能となり、運動の制動が容易になる。つ
まり、バーシング操船モードの効率性・安全性の向上、操船負担の減少が達成さ
れる。
①　先導的支援
　バーシング操船モードにおいて、出発地点から終了地点まで航行する間に占有
する面積が、安全性と効率性を示す指標となる。占有面積が大きいことは離着桟
の対象となる岸壁以外の構造物との距離が接近することを示し、安全性が損なわ
れると言える。効率性については、最短経路での占有面積が理想であり、これ以
上の占有面積は、効率性を損なっていると言える。従って、占有面積が最も少な
い操船計画を提示することが要求される。
　また、バーシング操船モードでは、その場回頭を行うことが考えられる。これ
が必要とする占有面積は船舶の運動性能によって異なるが、この占有面積を操船
計画に反映させる必要がある。
　以上の点とジョイ・スティック操船装置．の特性を考慮して、バーシング操船モ
ードの操船計画作成アルゴリズムを開発した。図3．5．1．6にこれを示し、
以下にその内容を説明する。
頁　　一　18
　説明にあたって、アプローチ操船モードとバーシング操船モードの境界線とな
る地点を、操船モード切替地点と呼ぶこととする。操船モード切替地点は、着桟
操船におけるバーシング操船モードの出発地点、離桟操船におけるバーシング操
船モードの終了地点を示すこととなる。
　「A．　港湾域の海図データの取り込み」、　「B．
アプローチ操船モードと同じである。
2値画像化」については、
C．　操船計画の立案
　操船者は、着桟予定地点または離桟開始地点の座標及び船首方位を入力し、
システムは以下の内容により、操船モード切替地点を算出する。
　　・　自船の運動性能から、その場回頭に必要な旋回半径を算出し、こ
　　　　れに安全性を考慮した距離を加え、操船モード切替地点と岸壁との
　　　　距離とした。この安全距離は、ジョイ・スティック操船装置を使用
　　　　した場合のその場回頭に必要な旋回半径が約4Bであったことを考
　　　　慮し、ILとした。
　　・　操作内容の単純化、バーシング操船モードの効率化を考慮して、岸
　　　　壁に垂直な方向のみの移動とした。
D．　制御スケジュールの算出
　ジョイ・スティック操船装置の特性を踏まえて、バーシング操船モードの
出発地点と終了地点問の制御スケジュールを算出した。以下に、その算出方
法を示す。
　　・　その場回頭が必要な場合は、その場回頭を実行してから並進運動を
　　　　行う。
　　・　出発地点と終了地点間の距離で、増速・減速可能な移動速度を算出
　　　　した。これは、並進運動可能方向と各方向の制御可能速度の関係を
　　　　重視して行った。
一一”
百　　　一　19
E．　操船計画の提示
　以上までに算出したバーシング操船モードの出発地点と終了地点、この最
短経路、制御スケジュールを操船計画として提示する。
　この先導的支援のアルゴリズムで作成した操船計画の航路図を図3．5．1．
7に、制御機器のスケジュールを図3．5．1。8に示す。この例は、100m船を
対象とした出船着桟を示している。
　尚、バーシング操船モードの出発地点をWPl、終了予定地点をWP2と定義
し、図中に示した。
②　診断機能
　操船者が入力した操船計画の実行可能性、効率性、安全性を診断する。今回は、
診断機能のアルゴリズムを、以下の内容によって達成した。
・　実行可能性については、操船モード切替地点の座標と海図を比較し、モ
　　ード切替点が水域上に存在するかを診断する。
・　出発地点と終了地点での船首方位が異なる場合は、操船モード切替地点
　　と離着桟対象である岸壁との距離を増加させることなく、その場回頭が
　可能であるかを診断する。これと同時に、離着桟対象である岸壁以外の
　構造物（他の岸壁、ブイ等）・浅水域との距離が、安全距離を満たして
　いるかを診断する。この安全距離は、船舶の運動性能を考慮してl　Lと
　　した。
・　後述する操船アルゴリズムで航行した場合の航行経路、航行時間、制御
　スケジュールを推定し、提示する。これらに関しては、効率性、安全性
　の基準・評価方法が不明瞭であることから、これらを操船者に提示し、
　操船者にその判断を委ねる。
　診断機能の操船アルゴリズムを着桟操船を例に挙げ、以下に簡単に説明する。
離桟操船は、逆の手順を踏んだアルゴリズムとなる。
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A．　出発地点で着桟予定地点での船首方位となったと仮定し、出発地点か
　　　ら着桟予定地点の方位が並進運動が可能である場合
　Al．　その場回頭が必要ならば出発地点でその場回頭を行う。
　A2．　Alの後、着桟予定地点へ並進運動を行う。
B．　A．の並進運動が不可能である場合
　Bl．　着桟予定地点に船横方向への並進運動が可能な位置まで前後進運動
　　　　を行う。
　B2．　その場回頭が必要である場合は、Bl．の移動終了後にその場回頭を
　　　　行う。
　B3．　B2の後、着桟予定地点まで船横方向に並進運動を行う。
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3．5．2　実行段階
　「3．2　支援対象」で定義した実行段階では、操船者は時々刻々の自船状態
と操船計画を照らし合わせ、これを基に操作量を決定する。また、操船計画作成
段階に考慮していない事象の発生に対応することもこれに含まれる。
（1）　アプローチ操船モード
①　先導的支援
　実行段階における先導的支援は、時々刻々の自船状態から、操船計画に追従し
た操船を行うための安全かつ効率的な操作スケジュールを提示することである。
従って、この操作スケジュールを作成するアルゴリズムが必要となる。
　図3．5．2．1にこのアルゴリズムを示し、以下に各部の内容を説明する。
A．　自船状態の把握
　自船座標、船首方位、船速などの自船状態を把握する。
B．　目標の決定
　アプローチ操船モードの操船計画で作成した航路は、複数の変針点から成
る。ここで示す目標区間は、隣接する変針点間の区間を示す。ここでは、A．
で取得した自船座標と操船計画の航路、変針点との距離を考慮して、操船目
標とすべき目標区間を決定する。
　同時に、自船状態と操船計画の船速スケジュールとの関係を調べ、目標船
速と目標船速に達する位置を算出する。
C．　主機制御スケジュールの算出
　B．で決定した目標船速、現在の船速、目標船速に達する位置と現在の自
船座標から、目標船速に達するための主機制御スケジュールを計算する。
　但し、　「操船中の制御機器に余裕を．持たせることで、突発的事象に対応す
る」との観点から、主機制御スケジュールとして提示する主機回転数は、
Half－AheadからHalf－Astemの範囲とする・
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D．　舵制御スケジュールの算出
　船速を安全の基準し、減速を重視した制御スケジュールの提示を行ってい
ることから、C．で主機逆転を使用した主機制御スケジュールを算出した場
合は、主機制御スケジュールを優先させて、操船者に提示する。
　B．で決定した目標区間に移行するための舵制御スケジュールを、以下の
内容で作成した。
　　・　使用する舵パターンは、変針のための舵角量15。、当て舵の舵角量
　　　　7．50とした。
　　・　C．で主機逆転を含んだ主機制御スケジュールを算出した場合は、
　　　　舵を使用しないことを提示する。
　　・　現在の針路が目標区間から遠ざかる針路を示している場合は、前述
　　　　の舵パターンによって目標区間に接近する針路に移行する舵制御ス
　　　　ケジュールと、その針路から目標区問に移行する舵制御スケジュー
　　　　ルを算出する。
E．　操作スケジュールの提示
　以上までで作成した操作スケジュールとそれを実行した場合の針路・船速
の変化、航跡を操船者に提示する
②　診断機能
　診断機能は、時々刻々の操船者の入力に対して、それが現在の状況と操船計画
の関係から、計画達成の観点より妥当であるかを評価・診断する・
　アプローチ操船モードで使用する制御機器は、舵と主機である・両者の操作結
果を診断する手法として、今回は、先導的支援を基準とした。
　先導的支援は、特定のパターンによって各制御機器の制御スケジュールを作成
し、提示している。特定のパターンである．がために、制御スケジュールを作成す
ることが不可能な状況が存在する。この状況に現在の自船状態が陥ったときに、
「特定のパターンでは操船計画に移行することのできない状況にある」ことを操
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船者に伝える。操船者はこの情報によって、先導的支援で使用しているパターン
とは異なったパターンを使用する必要があることを知ることができる。
　また、先導的支援で主機逆転を含んだ主機制御スケジュールが提示された場合
に、舵力が得られないことを操船者に提示することを診断機能に組み込んだ。
（2）　バーシング操船モード
①　先導的支援
　先導的支援で用いた操船計画を作成するアルゴリズムは、操船計画作成段階の
バーシング操船モードにおける診断機能（3．5．1の（2）の②）で示した操船ア
ルゴリズムを基本とした。先導的支援では、操船計画作成段階に作成した操船計
画に追従し着桟予定地点に到達するための、時々刻々の自船状態における制御ス
ケジュールを作成し、提示する・
　この操船アルゴリズムを提示した際にも述べたが、ジョイ・スティック操船装
置は指令された運動を達成するまでの応答時問が少なからず存在する。従って、
運動を高い頻度で要求すると、望んだ運動状態を得ることができない。また、操
作頻度の高い制御スケジュールは、操船者に負担を与えることから、非常に単純
な制御スケジュールを提示することとした。
　今回用いた時々刻々における制御スケジュールを作成するアルゴリズムを図3．
5。2。2に示し、各部の内容を以下に説明する。
A．　自船状態の把握
　現在の自船位置、船首方位、移動方向、移動速度を把握する。
B．　その場回頭の判定
　現在の自船位置がその場回頭を実行する地点（3．5．1の（2）の②参照）
にいるか否かを判定する。
一
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C．　移動目標地点の算出
　以下に、現在の状態における移動目標地点を示す。
　　・　その場回頭が必要であり、まだその場回頭を行っていない場合
　　　　　その場回頭を実行する地点を移動目標地点とする。
　　・　現在の船首方位が終了地点での船首方位と同じ場合
　　　　　終了地点を移動目標地点とする。
　　・　上記までに決定された移動目標地点が、並進運動が不可能な方向に
　　　　存在する場合
　　　　　並進運動が可能になる地点を移動目標地点とする。
D．　制御スケジュールの算出
　その場回頭を行う場合は、その場回頭が終了するまで、移動しないことを
提示する。
　現在位置から移動目標地点までの移動方法は、加速動作と減速動作の2回
の操作で行い、加速目標となる船速は、現在位置から移動目標地点までの距
離と船舶の運動性能によって決定する・
E．　操作スケジュールの提示
　以上までに作成した制御スケジュール、移動目標地点、その場回頭の目標
船首方位を提示する。
②　診断機能
　診断機能は、操船者の入力に対して、・評価・診断を行う機能である。バーシン
グ操船モードで使用するジョイ・スティック操船装置は、移動方向・移動速度を
入力するレバーと船首方向を入力するダイアルによって構成されていることから、
それぞれについて診断を行う。
　移動方向・移動速度を入力するレバーの．診断は、ジョイ・スティック操船装置
で並進運動が不可能な方向が存在することから、操船者が入力した移動方向が並
進運動が不可能な方向であった場合、それを操船者に告げる。
頁　　　　25
一　　また、船首方位を入力するダイアルの診断の基準として、先導的支援を用いる
　こととした。先導的支援では、その場回頭を行う場合のみ、船首方位の変更を推
　薦している。
　　従って、先導的支援がその場回頭を実行する制御スケジュールを提示している
　にも関わらずその場回頭が実行されていない場合、先導的支援がその場回頭を実
　行する必要がないと示しているにも関わらず現在の船首方位とは異なった船首方
　位を入力した場合には、先導的支援が先導的支援の操船内容と反した操船を行っ
　ていることを操船者に提示する。
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3．5．3　支援システムの運用
　今回開発した支援システムを実船で利用する際は、以下の手順を踏んで離着桟
操船を実行することとなる。
＜操船計画作成段階〉
　先導的支援
船計画の提示
操船計画の作成
　　　診断機能
船計画の診断・警告再計画
作成終了
〈コ
　　　先導的支援
船スケジュールの提示
アクチュエータ操作
　　　　　診断機能
作及び自船状態．の診断・警告
実行段階＞
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第4章　支援システムの検証
　今回開発した離着桟操船支援システムの有効性について、
タを用いて、検証実験を行った・
　以下に、実験設備、実験内容について説明する。
船舶操縦シミュレー
4．1　船舶操縦シミュレータの概要
　本実験で使用した船舶操縦シミュレータは、船舶の操縦システムにおけるマン
マシンシステムならびにそのインターフェースの開発・調査、人間の操船特性の
研究、海難事故の原因究明と安全対策など、多目的な研究を行うために開発され
た装置である。
　このシミュレータの構成を図4．1．1に、シミュレニタの平面図を図4。1．
2に示す。
　シミュレータが持つ個々の機能毎に、それぞれの役割・特徴について以下に説
明する。
（1）　模擬船橋部
　　　　模擬船橋は、横幅7．Om、奥行き3．5m、天井高さ2．5mの規模である。模擬
　　　船橋の床面は地上2．Omであり、模擬船橋は高床式となっている。これによ
　　　り、下方視界を確保している。
（2〉　模擬船橋内部航海機器
　　　　模擬船橋内部に配備している航海機器は、一般外航商船に通常配備され
　　　ている航海機器である。配備している航海機器は、操舵スタンド、コント
　　　ロールコンソール、レーダ、航海情報指示器（風速計、風向計、舵角計、
　　　回頭角速度計、船速計、主機回転数計など）、レピータコンパス、無線通
　　　信機器、チャートテーブルである。．
　　　　無線通信機器、チャートテーブル以外の入出力制御は、後述する入出力
　　　制』御部、レーダ情報制御部が行っている
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（3）　画像投影部
　　　　後述する視界映像発生部によって生成されたビジュアル・イメージを、
　　　7台のプロジェクタを用いて、スクリーンに投影している。5台のプロジ
　　　ェクタは、半径7．Omの円筒形スクリーンに投影しており、水平視野角225。、
　　　垂直視野角35。の視野を確保している。残り2台のプロジェクタは、模擬
　　　船橋の左右舷後方に配備しており、それぞれの後方視界を確保している。
　　　これによって、航行に必要かつ十分な視界情報を提供することが可能であ
　　　る。
（4）　視界映像発生部
　　　　後述する運動計算部によって算出された自船状態、周囲の航行船舶の状
　　　態などから3次元視界映像を作成し、それを画像投影部へと送る。画像を作
　　　成するイメージ・ジェネレータは、1280×1024ヒ。クせルの高解像度の画像を生
　　　成し、30Hzの更新速度を維持することが可能である。
（5）　運動計算部
　　　　後述する入出力制御部から受け取った運動制御量を用いて、自船舶及び
　　　周囲航行船舶の運動状態の更新を行い、更新された状態量を、視界映像発
　　　生部、入出力制御部、レーダ情報制御部に伝達する。運動計算の更新速度
　　　はIOHzで、計算される操縦運動は、実船の運動を高い精度で推定している。
　　　　操縦運動の計算には、次の内容が反映されている。
　　　①自船の操縦性能（各種の船種、船型、運動状態（通常船速による航行
　　　　　状態、低速時の航行状態、並進運動を行う離着桟操船））
　　　②　潜水影響
　　　③　風圧影響
　　　④波浪影響（船首の揺れ、波漂流力）
　　　⑤　曳船支援
頁　　一　29
　　　　　　　　　　　　　　　　　5　　　　　　　　＿＿＿＿＿＿＿一
（6）　入出力制御部
　　　　この部位の役割は次の二通りである。
　　　①　入力制御
　　　　　模擬船橋内部航海計器及び後述する交通環境制御部、曳船制御部、自
　　　　船舶制御部の入力を制御し、それを運動計算部に転送する。
　　　②　出力制御
　　　　　運動計算部から受け取った各種データを用いて、模擬船橋内部航海計
　　　　器及び後述する交通環境制御部、曳船制御部、自船舶制御部の制御を行
　　　　う。
（7）　レーダ情報制御部
　　　　運動計算部から受け取った自船状態、周囲航行船舶等の状態量から、レ
　　　ーダ画像を生成し、模擬船橋内に配備したレーダにその画像を送る。また、
　　　レーダの制御（縮尺の変更など）を行う。
　　　　実船に配備されているレーダを、忠実に再現している。
（8）　交通環境制御部
　　　　周囲を航行している船舶の制御を行い、その内容を入出力制御部を経由
　　　して運動計算部に送る。256隻以上の他船のシナリオを設定することが可能
　　　であり、同時に30隻の他船船速・針路を任意な時点での変更ができる。こ
　　　の機能により、現実と同等な交通環境を再現するとともに、実験目的に対
　　　応する交通環境を実現することが可能となる。
（9）　曳船制御部
　　　　模擬船橋からの指示により、曳船を任意の位置及び状態に設定し、その
　　　内容を入出力制御部を経由して、運動制御部に送る。
　　　　最大12隻まで設定可能であり、模擬船橋からの指示によって、曳船出力
　　　の大きさ・方向を任意に設定・変更することができる。
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（10）　自船舶制御部
　　　　自船舶の状態量を表示するほか、自船舶の制御量を任意に設定・変更す
　　　ることができる。この制御量の入力位置の切替は、この制御部で行い、入
　　　力位置として、模擬船橋、自船舶制御部及び時々刻々の制御量を設定した
　　　シナリオがある。
（ll）　音響制御部
　　　　船橋おける環境音である、主機関音、風切り音、自船及び他船の音響信
　　　号等を、忠実に再現している。
（12）　シミュレータ制御部
　　　　上記の各部を担当するコンピュータ問のネットワークの管理を行うほか、
　　　シミュレーションの開始・終了・一時停止、実験データの格納、実験時間
　　　の更新及びそれに付随する環境光の調整など、シミュレータ全般の管理を
　　　行っている。
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4．2　実験内容
　前述した船舶操縦シミュレータを用いて、横浜港の本牧埠頭への着桟操船を検
証実験とした。今回開発した離着桟操船支援システムの有効性を検証するための
実験手順及び条件などについて以下に説明する。
（1）　実験手順
　一般的に、操船者は航行する海域における操船計画を作成した後、その操船計
画を重視した操船を実行し、目的地へと達することとなる。検証実験においても
これと同様の手順による実験を行った・
　但し、実際の離着桟操船では一貫して行われるアプローチ操船モード、バーシ
ング操船モードについては、それぞれの状況に対する支援システムの有効性を検
証するという実験の目的を踏まえ、個別に実験を行った。
　アプローチ操船モード、バーシング操船モードともに、支援システムを使用し
た実験と、従来の操船装置による実験を行い、両者を比較・評価することで、支
援システムの有効性を検証した。
（2）　被験者について
　今回の実験おいて、支援システムの有効性を評価するためには、安定した操船
能力を有する被験者が必要である。そのため、船橋当直経験があり、その知識及
び能力が十分に備わっている航海士を被験者の条件とし、乗船履歴5年以上の二
名の被験者によって、検証実験を行った。
（3）　実験対象船舶
　船長がIOOmの貨物船の一軸一舵船を実験対象船舶とした・この船舶の船幅は16．
67mであり、喫水が6．67mの状態で実験を行った。
　この船舶が搭載しているアクチュエータは、シリングラダー、固定ピッチプロ
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ペラ、バウ・スラスタであり、これらの主要目を表4．2．1に示す。
　また、この実験対象船舶に、前述したジョイ・スティック操船装置を装備する
ことによって、船横方向への並進運動速度が最大0．71m／s、180。のその場回頭を
約205秒で達成することが可能となった。
（4）　操舵号令
　被験者が二名いることから、操舵号令の内容を、被験者Aに対しては舵角指示
のみを、被験者Bに対しては舵角指示と針路指示を、操舵号令とした。
（5）　実験における人員配置
　今回の実験において、被験者は、船長としての役割を果たす。従って、被験者
は各制御機器に配備される航海士に相当する入力補助員に対して指示を行う。
　実行段階のアプローチ操船モードでは、エンジンテレグラフ及び操舵スタンド
に各1名づつ入力補助員を配備し、バーシング操船モードの支援システムを使用
しない実験においては、このほかに、バウ・スラスタの入力を担当する入力補助
員を配備した。バーシング操船モードの支援システムを使用した実験では、ジョ
イ・スティック操船装置を被験者に直接操作させた。その理由として、この操船
装置は操船者が意図した運動を発生することが容易であり、航海士を仲介させて
入力を行うことによって、操船者の意図が正確に伝わらないことが考えられるこ
とが挙げられる。・
　また、操舵スタンドを担当する入力補助員には、針路指示号令を適切に対処で
きる能力を持った人員を配備した。
（6）　自然環境
　操船計画作成時に考慮しない項目として，外乱が挙げられる。実行段階におい
て、外乱の有無による支援システムの有効性を評価するために、無外乱の実験と、
有外乱の1験を行った。外乱による船体移動に関しての評価を行うために、潮流
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外乱による船体移動を対象とした。
　　①　アプローチ操船モードの外乱
　　　　　潮流外乱　：　絶対方位30。方向から1ノットの流速
　　②　バーシング操船モードの外乱
　　　　　潮流外乱　：　絶対方位30。方向から0．5ノットの流速
　また、横浜港を実験対象海域とし、本牧埠頭への着桟操船を想定した。図4．
2．2に実験対象海域の海域図を示す。
（7）　交通環境
　　①交通状況：出発地点から着桟目標地点までの区間には、他船の航行
　　　　　　　　　　　は設定しない。今回の実験では、周囲航行船舶による操
　　　　　　　　　　　船影響を考慮しない。
　　②港湾形状：横浜港の本牧埠頭を、ブイなどを含めて忠実に再現して
　　　　　　　　　　　いる。
（8）　その他の条件
　　　　上記以外に設定した条件を以下に示す。
　　①天候・視界条件
　　　　　天候は快晴とした。
　　②　タグ支援
　　　　　自船舶のアクチュエータのみによる操船を比較対象とするため、タグ
　　　　支援を行わない。
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4．3　シミュレータ実験
　今回開発した離着桟操船支援システムについて、前述した船舶操縦シミュレー
タを用い、その有効性の検証を行った。以下に、支援対象、支援区域毎の実験結
果を示す。
4．3．1　操船計画作成段階
　操船者は、実際に操船を行う前に、その海域において、安全性・効率性を考慮
した操船計画を予め作成することが一般的である。
　今回開発した支援システムの操船計画作成段階における支援は、先導的支援と
しては、操船者が参考とする操船計画を作成し、提示することであり、診断機能
としては操船者が作成した操船計画の実行可能性・安全性・効率性の評価・診断
を行うことである。
　この支援システムの有効性について、アプローチ操船モードとバーシング操船
モード毎に検証した。
（1）　アプローチ操船モード
　今回の検証実験は、対象区域を横浜港としている。出発地点は横浜航路上に設
定し、着桟予定地点を本牧埠頭A突堤7番バースに設定した。アプローチ操船モ
ードの終了予定地点は、着桟予定地点から岸壁と平行に200m離れた地点に設
定した。
　操船者は、出発地点から終了予定地点までの航行経路、機関操作スケジュール
をアプローチ操船モードでの操船計画として作成することとなる。この内容を、
変針目標点及び変針目標点での目標船速によって表現することとした。
　尚、出発地点、終了予定地点、操船者が計画した変針目標地点を、3．5。1
で示したWPを用いて表現している。
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①　支援システムが提示した操船計画との比較
　支援システムに含まれる先導的支援は、安全かつ効率的な操船計画を操船者に
提示し、操船者の行動を適切な内容に導くことを目的としている。従って、先導
的支援で提示された操船計画は、前述したように、安全・効率に一定の基準を持
ち、それらの相関についても考慮した内容である。
　このことから、操船者が作成した操船計画を評価する基準として、先導的支援
で提示した操船計画を用い、支援システムの有効性について検証することとした。
　支援システムが提示した操船計画（以下、操船計画Aとする）の航路図を図4．
3。1。1に、操船スケジュールを図4．3．1．2に示す・両図は3．5．1
で例として用いたが、対象海域・船舶などの条件は、この検証実験．と同一である。
　図4．3．1．2の各グラフは、上から順に舵角、針路、主機回転数、船速の
スケジュールを示している。各グラフの横軸は、アプローチ操船終了までの航行
距離を示しており、点線は各WP通過時を示している。
　これに対し、被験者Aが支援システムを使用せずに作成した操船計画（以下、
操船計画1とする〉の航路図を図4．3．1．3に、その操船計画を踏まえて支
援システムが推定した操船スケジュールを図4．3．1．4に示す。
　また、支援システムを使用して作成した操船計画（以下、操船計画2とする）
の航路図を図4．3．1．5に、その操船計画を踏まえて支援システムが推定し
た操船スケジュールを図4．3．1．6に示す。
　図4．3．1．4と図4．3．1．6に示した各グラフ等の内容は、前述の図
4．　3．　1．　2と同一である。
　各操船計画の航路図に着目し、各航路図の比較を行った。図4．3．1．5に
示した航路図は、被験者Aが図4．3．1．1を参考にして作成した操船計画の
航路図である。しかしながら、操船計画2の航路（図4．3．1．5）は、操船
計画Aの航路（図4．3．L　l）と比べ》操船計画1の航路（図4。3．　L
3）と類似していることがわかった。
　操船計1画作成段階における先導的支援は、操船者に安全性・効率性を考慮した
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操船計画を提示することによって、操船者の操船計画を適切な内容へと導くこと
を目的としている。しかしながら、検証実験によって得られた上記の結果は、操
船計画作成段階のアプローチ操船モードにおける先導的支援が、その目的を達成
していないことを示している・
　被験者Bが、支援システムを使用せずに作成した操船計画（以下、操船計画3
とする〉の航路図を図4。3．1．7に、その操船計画を踏まえて支援システム
が推定した操船スケジュールを図4．3．1．8に示す。
　また、支援システムを使用して作成した操船計画（以下、操船計画4とする）
の航路図を図4．3．1．9に、その操船計画を踏まえて支援システムが推定し
た操船スケジュールを図4，3．1．10に示す。
　図4．3．1．8と図4．3．1．10に示した各グラフ等の内容は、前述の
図4。3．1．2と同一である。
　操船計画Aの航路（図4．3．1．　1）と操船計画3の航路（図4．3．　1．
7）、操船計画4の航路（図4．3．1．9）を比較すると、被験者Bが作成し
た操船計画3と操船計画4の航路は同一であり、支援システムが提示した操船計
画が操船計画4の航路に反映されていないことがわかる。このように、被験者B
が作成した操船計画に関しても、被験者Aと同様なことが言えることがわかった。
　このような結果となった原因として、先導的支援で提示する操船計画を作成す
るアルゴリズムが、操船者が操船計画を作成する際に考慮している項目を十分に
反映していないことが考えられる。
　3．5．1で示したように、操船者が操船計画作成段階で考慮している項目は、
港湾形状、自船の運動性能、環境条件、交通状況、法規・慣習の五項目に大別さ
れる。これらの中で、特に重視していると考えられる港湾形状、自船の運動性能、
法規・慣習については、操船計画Aを作成するアルゴリズムに反映しているが、
結果として、反映している項目を重視した操船計画では、先導的支援としての支
援効果が不十分であることがわかった。
一
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　図4．3．1．3と図4．3．1．5を比較した結果、以下に示す項目が考慮
されていることがわかった。
・　岸壁に接近する針路を保ったまま変針を行う場合、安全性を確保するため
　　に、岸壁とは反対側の航行安全領域を十分に考慮したWPを設定する。
・　航路帯では、航路帯と平行な針路で航行することを重視する。
　操船者が考慮している項目については、操船者に対するアンケート調査、操船
者が作成した操船計画の客観的評価を積み重ねることによって、その全貌を把握
することが可能となる。この項目の抽出及びアルゴリズムヘの組み込みを今後の
課題とする。
②診断機能による評価
　支援システムが有する診断機能は、操船者が作成した操船計画を、実行可能性、
安全性・効率性などの観点から評価・診断し、不合理な部分がある場合には警告
を発する機能である。
　診断機能が操船者に提示した診断内容を、被験者毎にまとめ、支援システムの
有効性について検証する。
1　被験者Aの実験結果
　操船計画1の航路（図4．3．1．3）と操船計画2の航路（図4．3．1．
5）を比較すると、操船計画2のWP3の座標が、操船計画1と比べ、WP2へ
と近寄ったことがわかる。
　この結果、図4．3．i．4と図4．3．1．6に示した支援システムが推定
した操船スケジュールの針路スケジュールを比較すると、WP3での変針角度が
減少し、その減少分の大半がWP4の変針角度の増加分へと移行していることが
わかっ鵡
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　また、WP2からWP3の区間（以下、区間2と示す）の距離が減少し、WP
3からWP4の区間（以下、区間3と示す）の距離が増加した。
　これに関係して、両操船計画の操船スケジュールを見ると、操船計画1と比較
して操船計画2の区問2では直進区聞が長くなり、区間3の直進区間が短くなっ
ていることがわかったQ
　直進区問は最低限の舵操作によって航行することのできる区間である。従って、
計画時以上の船速を維持した操船を行っている場合には、直進区間で主機逆転を
含む減速を行うことが可能となる。また、変針操作に不手際等が生じ、変針後の
位置・針路修正が必要な場合においても、直進区間が存在することによって、次
の変針操作に影響を与えることなく対応することが可能となる。更に、操船計画
作成時に想定できない突発的な事象に対しても、その対応もしくはその後の修正
を直進区問で対処することが可能となり、変針動作に影響を与えない。
　このように、直進区間はその区間における余裕を示していると言え、これが増
加することは、突発的事象・操作ミスの対応から見た安全面、操船計画への追従
度から見た効率面の向上を示すこととなる。
　従って、操船計画2における区問3の直進区間が、操船計画1のそれと比べ増
加していることは、区問3における余裕が増加したことを示している。被験者A
は、支援システムを使用することで、区問3における余裕を増加させたことがわ
かる。
　また、操船計画2における区問2の直進区問が、操船計画1のそれと比べ、減
少していることは、区間2における余裕が減少したことを示している。
　区間2の直進区間は、突発的な事象、WP3の目標船速を目標とした減速、W
P2における変針に対する余裕を示している。
　WP2における変針角度が約70であることと、支援システムが推定した区間2
の主機回転数を参考して、この直進区問の距離が十分に確保されていると被験者
Aが判断したことが窺える。また、区問2と比べ、区間3の余裕が重視されたこ
とが窺える。
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　直進区間の増加は、区間長の増加もしくは変針区間の減少によって達成される。
航路長は各区間長の合計で表されるので、直進区間の増加は航路長全体の増加を
生じさせる要因になる。従って、直進区間の評価と同時に航路長の評価を行う必
要がある。
　操船計画1の航路長を100％とした場合、操船計画2のそれは約99．6％（約23m
の減少）であり、航路長はほぼ同等であると言える。このことから、支援システ
ムを使用することによって、航路長を増加することなく、直進区間を被験者Aが
妥当であると判断する内容へと導いていることがわかった。
　次に、図4．3．1．4、図4．3．1．6に示した船速、主機回転数のスケ
ジュールに着目する。操船計画における船速スケジュールは、各WP毎に設定さ
れた目標船速によって構成されている。WP1の目標船速には初期船速が該当し、
WP，（アプローチ操船モードの終了予定地点）については「3．3　支援区域」
で定義したように一旦停止することから、目標船速は0となる。その他のWPに
おける目標船速は、操船者の判断に委ねられることとなる。
　被験者Aが設定した目標船速は、操船計画1を踏まえて支援システムが推定し
た操船スケジュール（図4．3．1。4）と操船計画2を踏まえて支援システム
が推定した操船スケジュール（図4．3．1．6）の船速のスケジュールが示し
ているように、全てのWPにおいて同一であった。しかしながら、主機回転数の
スケジュールは、支援システムを使用したことによって、区問2の区間長が減少
したことから、区間2の主機回転数が操船計画1のそれと比べて低下している。
また区間3では、これと逆の理由から主機回転数が増加している。
　このことから、被験者Aは、支援システムが推定した操船スケジュールを参考
とすることによって、区間2の区問長の減少による主機回転数の低下、これによ
る舵力の低下が、操船に支障を与えないと判断し、また、区間3における舵力の
増加によってWP4での変針角度の増加に対応することができると判断したこと
が推測される。
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H　被験者Bの実験
　図4．3．1．7と図4．3。1．9を比較してわかる通り、操船計画3の航
路と操船計画4の航路は、同一であり、操船者が同じ航路を計画したことがわか
ったQ
　被験者Bが同一の航路を計画したことは、支援システムを使用したことで、被
験者Bが有していた知識・経験によって作成した航路が妥当であると判断したこ
とが推測される。
　次に、船速・主機回転数のスケジュールに着目する。図4．3．1．8と図4．
3．1．10を比較すると、操船計画1と操船計画2の区間3における主機回転
数のスケジュールが大きく異なっていることがわかる・
　支援システムは、操船計画3の区間3における減速を達成するためには、主機
を逆転させる必要があると判断し、主機逆転を含んだ操船スケジュールを提示し
た。主機逆転による減速区間が区間3の中央に限定しているのは、両端のWPに
おける変針では舵力が必要であり、主機逆転による減速区間を直進区間に限定し
ているためである。
　主機逆転時には舵力を得ることができないことから、操船計画3の区問3では
直進区問において舵力を得ることができないことになる。これは、この区間では
突発的な事象などによって舵力が必要となる場面の対応を直進区間で行うことが
できないことを示している。これを踏まえて、診断機能は操船計画3の区間3が
不適切であるとの診断を下し、警告を発した。
　これに対し、操船計画4では、支援システムを使用したことで、WP4以外の
WPでの目標船速は同一であるがWP4の目標船速が変更された。これを踏まえ
て、支援システムは区間3の減速を達成するための操船スケジュールとして、主
機正転による減速を提示した・
　このように、操船者が作成した操船計画に不合理な内容が発見された場合、診
断機能によって、操船者はその内容を把握することとなる。操船者は、この結果
等を参考にすることで、操船計画を適切な内容へと導くことが可能となり、被験
者Bがこれを実行したことがわかった。
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　以上のことから、アプローチ操船モードにおける操船計画作成段階の支援シス
テムが、操船計画を適切な内容へと導いていることがわかった。しかしながら、
先導的支援で提示する操船計画が、その目的を果たしていないことから、前述の
操船計画作成時に考慮している項目の抽出・反映を今後の課題とする。
（2）　バーシング操船モード
　3．5．1で示したように、操船者が作成した操船計画に対しても、出発地点
をWP1、終了予定地点をWP2と表現する。検証実験が着桟操船であることか
ら、アプローチ操船モードのWP、（終了予定地点）がバーシング操船モードのW
P　lに、着桟予定地点がWP2となる。
　バーシング操船モードの操船計画は、WP1の座標と船首方位、WP2の座標
と船首方位からなる。
　今回の検証実験では、出船着桟を対象とした着桟操船を想定していることから、
WP　l・WP2の船首方位については、実験を計画した側が設定した。この実験
では、WPlでの船首方位を210。、WP2での船首方位を30。とし、1800の回
頭が必要な出船着桟を想定した。
　また、操船者が航行中に参考とする構造物等の視界情報を同一にするために、
WP2の座標についても実験を計画した側が設定した。今回の検証実験では、横
浜港本牧埠頭のA突堤7番バースにWP2を設定している。
　また、本実験では自船のアクチュエータのみによる操船を対象としており、バ
ーシング操船モードで操船者が使用する制御機器は、支援システムを使用しない
実験では、舵、主機、スラスタであり、支援システムを使用する実験では、それ
らを制御するジョイ・スティック操船装置となる。
　また、診断機能が提示する操船スケジュ．一ルは、全ての操船計画について、支
援システムのJS操船装置を使用することを想定した内容を推定している。
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r①　支援システムが提示した操船計画との比較
　前述のように、先導的支援が提示した操船計画は、3．5．1で示したように、
安全性・効率性を踏まえた内容である。このことから、これを基準とした評価を
行い、支援システムの有効性について検証を行った。
　先導的支援で提示した操船計画（以下、操船計画Bとする）の航路図を図4．
3．L　l　lに、操船スケジュールを図4。3。王f12に示す。両図は3．5．
1で例として用いたが、対象海域・船舶などの条件は、この検証実験と同一であ
るQ
　図4．3．1．l　lに示している航路線は、操船スケジュールを実行した場合
の航行経路を示している。図4．3．1．12で示している各グラフはジョイ・
スティック操船装置を用いた場合の各制御機器の操作スケジュールを示しており、
上から順に指示移動方向、指示船速、指示船首方位を示している。
　また、各グラフの横軸はバーシング操船終了までの航行距離を示しており、他
の操船計画との航行距離の比較を容易にするため、横軸の縮尺を統一し、WP2
に到達した時点を点線で示している。
　また、被験者Aが支援システムを使用せずに作成した操船計画（以下、操船計
画1とする）の航路図を図4．3。1．13に、この操船計画を踏まえて支援シ
ステムが推定した操船スケジュールを図4．3．1．14に示す。
　また、支援システムを使用して作成した操船計画（以下、操船計画2とする）
を図4．3．1．15に、この操船計画を踏まえて支援システムが推定した操船
スケジュールを図4．3．1．16に示す。
　各航路図の説明は図4．3．1．l　lの説明と、各操船スケジュールの説明は
図4．3．1．12の説明と同一である。
　各操船計画の航路図を、操船計画Bの航路を基準として評価すると、操船計画
1の航路と比べ、操船計画2の航路は操船計画Bの航路に航路形状が類似してい
ること、支援システムを使用することでWP1の位置が操船計画BのWPlに接
近することがわかった。
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　また、被験者Bが支援システムを使用せずに作成した操船計画（以下、操船計
画3とする）の航路図を図4．3．1．17に、この操船計画を踏まえて支援シ
ステムが推定した操船スケジュールを図4．3．1．18に示す。
　また、支援システムを使用して作成した操船計画（以下、操船計画4とする）
を図4．3．1．19に、この操船計画を踏まえて支援システムが推定した操船
スケジュールを図4．3．1．20に示す。
　各航路図の内容は図4．3．1．11の説明と、各操船スケジュールの説明は
図4．3．1．12と同一である。
　被験者Bが作成した操船計画に関しても、被験者Bと同様に、支援システムを
使用して作成した操船計画の航路は、支援システムを使用せずに作成した操船計
画の航路と比べ、操船計画Bの航路に航路形状が類似していること、支援システ
ムを使用することによってWP　lの位置が操船計画BのWP　lに接近しているこ
とがわかった。
　バーシング操船モードの安全性・効率性の評価指標の一つとして、バーシング
操船終了までに自船が占有する水域（占有面積〉が挙げられる。
　バーシング操船モードは岸壁付近の操縦モードであり、占有面積が大きいこと
は離着桟目標以外の構造物（岸壁、周囲の航行船舶など）への接近することが考
えられること、また占有面積が大きいことは不必要な航跡を描いて航行している
ことから、安全性・効率性の評価指標の一つと言える。
　しかしながら、操船計画作成段階では、操船者がどのような操船を行ってWP
2に達するかを推定することが困難であることから、支援システムが推定する操
船スケジュールによって航行した場合の占有面積によって、その評価を行った。
　支援システムが推定した操船スケジュールによって航行した場合の占有面積と
支援システムの関係を図4．3．1．21に示す。縦軸は占有面積を、横軸は支
援システムの有無を示しており・図中の丸印は被験者Aの操船計画を・三角印は
被験者Bの操船計画を示している。
　この図から、被験者A、B共に、支援システムを使用することによって、占有
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面積が減少することがわかった。これは、支援システムを使用することによって、
操船者が設定したWP！が支援システムが提示した操船計画のWP！に接近し、
これによって、岸壁と平行な移動距離が減少したことが原因である。
　また、先導的支援で提示した操船計画Bによって生じる占有面積を1とした場
合の前述の各操船計画の占有面積の比率を図4．3．1。22に示す。縦軸は操
船計画Bの占有面積を1とした場合の占有面積の比率を、横軸は支援システムの
有無を示しており、図中の記号は、図4．3．1．21と同一である。
　この図から、支援システムを使用することによって、占有面積が操船計画Bの
占有面積に近づいていることがわかった。
　以上のことから、操船者は支援システムを使用することによって、先導的支援
で提示した操船計画を参考とした操船計画の作成を行っていることがわかった。
②診断機能による評価
　操船計画作成段階のバーシング操船モードにおける診断機能は、3．5．1で
示したように、WPの位置及びその場回頭に関する評価・診断を行い、支援シス
テムが推定した操船スケジュールの内容、支援システムが航行時問については、
操船者に提示し、その安全性・効率性の判断を操船者に委ねている。
　WP位置［に関しては、全ての操船計画において水域上にWPlが存在すること
が診断された。また、その場回頭に関しても、全ての操船計画において、WPl
と着桟目標の岸壁との距離を増加させることなくその場回頭が実行可能であるこ
と、着桟目標以外の構造物との安全距離が確保されていることが診断結果として
得られた。
　このことから、操船者は上記の内容を十分に考慮して操船計画を作成している
ことがわかった。診断機能は、操船者が作成した操船計画に不合理な部分が存在
した場合に・警告を発する機能である・今回の検証実験では、支援システムを使
用することによって、操船者が作成した操船計画には不合理な部分が存在しなか
ったこどを操船者が確認したこととなる。
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　　次に、支援システムが推定した操船スケジュールに着目する。支援システムが
　推定したWP2まで達するまでの航行時間を表4．3．1に示す。この航行時間
　を推定したアルゴリズムは、3．5．1に示した内容である。表4．3．1はW
　P　lからWP2までの航行時問を、移動方向毎に示している。
　　表中の「船首方向への航行時間」は、WPlからその場回頭を実行する地点ま
　での航行時問を示しており、その地点に達した後、その場回頭を実行する。　「船
　横方向への航行時間」は、その場回頭実行後、この地点からWP2までの航行時
　間を示している。
　　その場回頭の所要時間は、全ての操船計画において180。のその場回頭を行うた
　め、全ての操船計画において同じ所要時間を示している。
　被験者Aの船首方向への航行時間を見ると、支援システムの有無に関わらず、
この区間の航行時間が同等であることがわかる。これは、図4．3．1．14と
図4．3．1．16を比較してわかるように、被験者Aは支援システムを使用し
たことによって、この区間の航行距離を減少させるWP1を計画し、支援システ
ムが推定したこの区間の指示船速が減少していることが原因であり、結果として
同様な航行時間となっている。
　被験者Aの船横方向への航行時間、被験者Bの航行時間については、支援シス
テムを使用することによって、時間が短縮されたことがわかった。
　以上のことから、支援システムを使用することによって、操船者が作成する操
船計画が一定の基準を満たしながら、効率性が向上していることがわかった。
　また、操船者は先導的支援で提示した操船計画を参考として操船計画を立案し
ていることが確認され、先導的支援が有効であることが検証された。診断機能に
関しては、全ての操船計画において不合理な部分が存在しなかったことから、診
断機能によって、操船者が作成した操船計画が適切であることを確認したことが
窺える。
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4。3．2　実行段階
（1）　アプローチ操船モード
　実行段階の実験結果の一例として、被験者Aの外乱がない状態における航跡を
図4．3．2．1、図4．3。2．2に示す。図4．3．2．1は、支援システ
ムを使用せずに航行した実験の航跡を、図4．3．2．2は、支援システムを使
用して航行した実験の航跡を示している。
　実行段階の操船者の目的は、操船計画に追従した操船を行い、アプローチ操船
モードの終了予定地点へと到達することである。操船計画を作成する際に決定し
た項目は、航路、針路、船速であり、これらへの追従度を支援システムの支援効
果を評価する指標とした。
　以下に、各項目毎にその結果をまとめる。
①航路への追従度について
　操船者が作成した操船計画の航路への追従度を示す指標として横偏位距離があ
る。航路に追従することは、航路上を航行した場合の接近距離を基準とした航行
安全性の評価の指標である。
　図4．3．2．3は、支援システムの有無と平均横偏位距離の関係を示してい
る。縦軸は平均横偏位距離を、横軸は支援システムの有無を示しており、図中の
丸印は、外乱を設定した場合（以下、有外乱時とする）の被験者Aと被験者Bの
平均値を、四角印は、外乱を設定しない場合（以下、無外乱時とする）の被験者
Aと被験者Bの平均値を示している。
　この図から、外乱の有無に関わらず、支援システムを使用することで、横偏位
距離が減少する傾向が見られる。支援システムを使用することによる無外乱時の
横偏位距離の減少幅と有外乱時のそれとを比較すると、有外乱時の減少幅が大き
いことがわかる。
　このことは、操船計画作成殺階では想定することが非常に困難である外乱に対
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して、支援システムを使用することによって、操船者が適切な対応を行うことが
可能であることを示している。
　以上のことから、支援システムを使用することによって、航路への追従度が向
上したことがわかり、これを指標とした航行安全性に関しても、安全性が向上し
たことがわかる。
②目標船速への追従度について
　操船計画で作成した各WPでの目標船速は、操船計画作成段階で安全性・効率
性の関係を考慮して決定された内容である。従って、目標船速への追従度は、操
船計画を基準とした安全性・効率性の関係を評価する指標としての意味を持つこ
ととなる。
　目標船速への追従度を示す指標として、WP通過時の船速とそのWPでの目標
船速との誤差が挙げられる。しかしながら、各WPの目標船速は異なった値を示
していることから、目標船速との誤差ではなく、目標船速に対する誤差の比率で
評価することが妥当である。この比率を、船速誤差率と定義する。
　この船速誤差率が少ないことは、操船者が目標船速に追従した操船を行ってい
ることを示すこととなる。
　WPは航行目標ではあるが、必ずWP上を航行するとは限らない。従って、W
Pの通過は、自船座標の航路への投影点がWP上を通過した際に、そのWPを通
過したと判断した。
　ここで対象としているWPは、出発地点であるWP　lと終了予定地点であるW
P5以外のWPとしている。
　図4．3．2．4は、支援システムの有無と船速誤差率の関係を示している。
縦軸は船速誤差率を、横軸は支援システムの有無を示しており、図中の丸印は有
外乱時の被験者Aと被験者Bの実験の船速誤差率の平均値を、四角印は無外乱時
r一一
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の船速誤差率の平均値を示している。
　この図から、外乱の有無に関わらず、支援システムを使用することで、船速誤
差率が減少していることがわかる。また、有外乱時の船速誤差率と無外乱時の船
速誤差率を比較すると、支援システムを使用することによる無外乱時の船速誤差
率の減少幅と比べ、有外乱時の船速誤差率の減少幅が大きい傾向が見られる。
　このことから、目標船速への追従度を基準とした評価では、支援システムを使
用することで、実行段階の操船者の行動が妥当な内容へと導かれていることがわ
かる。また、この傾向は外乱の有無に関わらず生じ、有外乱時に特に顕著に現れ
ることがわかった。
　以上のことから、支援システムを使用することによって、目標船速への追従度
が向上していることがわかった。このことから、支援システムを使用することに
よって、操船計画作成段階の安全性・効率性の関係を重視した操船を実行するこ
とが可能であることがわかった。
③航行時間について
　一般的に、目的を達成するまでに費やした時間は効率性を判断する一つの指標
と考えられている。以下に、アブローチ操船モードの航行時間に関して、その結
果を示す・
　図4．3．2．5は、支援システムの有無と航行時問の関係を示している。縦
軸は航行時間を、横軸は支援システムの有無を示しており、図中の丸印は、有外
乱時の被験者Aと被験者Bの実験の航行時間の平均値を、四角印は無外乱時の航
行時問の平均値を示している。
　この図から、支援システムを使用するこ．とで、外乱の有無に関わらず、航行時
間が減少する傾向が見られた。また、有外乱時の航行時間が無外乱時と比べて少
ないことがわかる。これは、この検証実験で設定した潮流方向が、操船者が意図
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する移動を補助する方向であったことが原因である・
　この航行時間を、操船者が目標とする船速が0以外となる区間（WPlからWP
。一1の区間を示し、以下、区間Aとする）と目標船速が0となる区間（WP，一1か
らWP。の区間を示し、以下、区間Bとする）に区分するした結果、次のような傾
向が得られた。
　図4．3．2。6は、区問Aの航行時間と支援システムの関係を示している。
縦軸は区問Aの航行時間を、横軸は支援システムの有無を示しており、図中の記
号は4．3．2．5と同一である。
　この図を見ると、支援システムを使用することによって、外乱の有無に関わら
ず、航行時間が約15％減少することがわかった。また、この区間では、図4．3．
2．5とは異なり、外乱によって航行時間が増加する傾向が見られた。これは、
各操船計画の区間Aの航路を航行する船舶は、右舷斜め後方から潮流を受けるこ
とになり、横偏位距離の修正を行うことで航行時間が増加したことが原因である。
　区間Aの航行時間の減少を示す実験結果の例として、被験者Bの有外乱時の船
速の時問変化を図4．3．2．7に示す。図4．3．2．7の上段のグラフは、
支援システムを使用せずに航行した実験の船速の時間変化を、下段のグラフは、
支援システムを使用して航行した実験の船速の時間変化を示している。両グラフ
の縦軸は船速を、横軸は時間を示している。両グラフの実線は時々刻々の船速の
推移を、点線は各WP間の目標船速の最大値を示している。
　両グラフを比較してわかるように、支援システムを使用した実験の区間Aにお
ける船速が、支援システムを使用しない実験に比べて、全体的に上昇している。
これは、支援システムを使用することで、各WPの目標船速に達するための主機
操作が適切に行われたことを示している。この全体的な船速の上昇が、航行時問
の短縮が生じた原因であり、これは全ての実験について同様な傾向が得られた。
　図4．3．2．8は、区間Bの航行時問と支援システムの関係を示している。
縦軸は区間Bの航行時間を、横軸は支援シ界テムの有無を示しており、図中の記
号は図4．3．2．5と同一である・
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　この図を外乱に着目して見ると、外乱によって航行時間が200秒以上と極端に減
少していることがわかる。これは、各操船計画の区間Bの航路を航行する船舶が、
船尾方向から潮流を受けることが原因である。このように顕著な差が生まれた原
因としては、区間Bの船速が3ノット以下であり、設定した流速（1ノット）の
影響が大きいことが挙げられる。
　また、支援システムの有無に着目すると、実験全体及び区間Aの航行時間と支
援システムの関係とは異なり、支援システムを使用することで、有外乱時の航行
時問は約38％、無外乱時の航行時間は約9％増加していることがわかった。
　図4．3．2．7に示した船速の時間変化のグラフを比較すると、支援システ
ムを使用することによって、区間BではWP5の目標船速に達するために、WP
4通過後から高い頻度で減速を行う傾向が見られ、また1ノット程度の極低速に
よる航行時間が増加する傾向が見られた。他の実験に関しても同様な傾向が得ら
れた。
　図4．3．2．9に、有外乱時の被験者Bが支援システムを使用した実験にお
ける針路の時間変化と被験者が指示した主機回転数の時間変化を示す。図4．3．
2．9の上段のグラフが、主機回転数の指示値の時間変化を示し、下段のグラフ
が針路の時間変化を示している。図中の実線がそれぞれの時問変化を示しており、
点線が各WPの通過を示している。
　図4．3．2．9の針路と主機回転数の指示値の時間変化を示したグラフと、
これと同じ実験の船速の時間変化（図4．3．2．7の下段のグラフ）から、次
のことがわかった。
　早期に減速を開始し、極低速による航行を実行している・
・　主機逆転による回頭運動の発生に対して、高い頻度でこれに対応している
　　ことから、結果として、主機逆転による減速時問の短縮、主機の操作頻度
　の増加が生じた。
　この検証実験の区間Bの航路幅は、区間Aと比較して狭い。従って、岸壁との
距離を確保するために針路の修正を高い頻度で行うことは、航行の安全性を向上
一
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することとなる。また、船速に関しては、船舶の緊急停止を要求する事態に対す
る安全性の観点から、短時問で停止が可能な船速を維持することが安全性の確保
に繋がる。
　検証実験の結果、区間Bでは、操船者は支援システムを使用することによって、
効率性よりも安全性を考慮した操船が行われ、この結果、航行時問が増加したこ
とがわかった。特に、有外乱時の検証実験において、この傾向が強く現れている
ことが判明した。
　以上のことから、航行時問による評価の結果、支援システムを使用することで、
区間Aに関しては効率が向上していることがわかり、区間Bに関しては安全性を
重視した操船を行っていることがわかった。
　各評価によって、実行段階のアプローチ操船モードにおける支援システムが、
安全面・効率面において、操船者に有益な支援を行っていることがわかった。
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（2）　バーシング操船モード
　バーシング操船モードにおける支援システムの効果を項目別に検証し、支援シ
ステムの有効性について述べる。
①占有面積について
　バーシング操船において、着桟する岸壁付近で占有する水域が大きいというこ
とは、効率的な操船が行われていないことを示し、また、これによって着桟目標
以外の構造物（岸壁、周囲の船舶等）に接近することが十分に考えられ、安全な
操船を行っているとは言えない。
　図4．3．2．10は、支援システムの有無と占有面積の関係を示している。
縦軸は占有面積を、横軸は支援システムの使用の有無を示している。図中の丸印
は有外乱時の実験を、四角印は無害乱時の実験を示している。
　この図から、外乱の有無に関わらず、支援システムを使用することで、占有面
積が減少している傾向が見られる。これは、支援システムを使用することで、並
進運動を容易に発生することが可能になったこと、その運動を適切に実行するこ
とができたことが理由として挙げられる。
　また、有外乱時の支援システムを使用しない実験が、無外乱時と比べ、占有面
積が少ない。図4．3．2。l　lに無外乱時の航跡図を、図4．3．2．10に
有外乱時の航跡図を示す。両図とも、支援システムを使用せずに被験者Bが操船
した結果である。図中の点が10秒毎の船体中央の座標を示し、120秒毎の船型を共
に表示している。図中の直線は、出発地点と着桟予定地点を結んだ直線である。
　この検証実験で設定した外乱は、両図の右上から岸壁に平行に左下への潮流外
乱である。図4．3．2．12を見ると、船首方位を潮流に向けた操船を行って
いることがわかる。これによって、船体の前進運動が抑制され、被験者が想定し
た回頭角に達するまでの移動量が減少したことが理由として考えられる。
　以上のことから、支援システムを使用することによって、占有面積による安全
性　効率性が向上していることがわかった。
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②航行時間について
　操船効率を示す指標の一つとして、航行時間が挙げられる。図4．3．2．　1
3は、支援システムの有無と航行時間の関係を示している。縦軸は航行時間を、
横軸は支援システムの使用の有無を示している。図中の記号は、丸印が有外乱時
の実験を、三角印が無外乱時の実験を示している。
　また、支援システム使用の有無に関係なく、有外乱時の実験が、無外乱時と比
べ、航行時間が少ない傾向を示している。支援システムを使用しない実験では、
①で述べた理由が航行時間にも影響を与えていると考えられる。
　支援システムを使用した実験に関しては、図4．3．2．14からその理由を
窺い知ることができる。図4．3．2．14に示したグラフは、共に被験者Aが
支援システムを使用した実験であり、被験者Aが時々刻々入力した指示船速を示
している。上段のグラフが無外乱時の実験における指示船速の時間変化を、下段
のグラフが有外乱時の実験における指示船速の時間変化を示しており、両グラフ
とも、縦軸は指示船速を、横軸は時間を示している。
　両グラフを比較してわかるように、有外乱時の指示船速が無外乱時と比べ、指
示船速の値が大きい。この理由として、支援システムが外乱によって生じた船体
移動を修正するために提案した制御スケジュールに加え、被験者Aがこれを参考
にして、更に外乱を考慮した船速を指示したことが推測される。この増加した指
示船速が、無外乱時と、比べ有外乱時の航行時間が少ない結果を生みだした。
　一方、支援システムの使用の有無に注目すると、外乱の有無に関わらず、支援
システムを使用することで、航行時間が約65％短縮されていることがわかる。
　航行時間は航行効率を示す指標の一つであり、航行時間が短縮されたことは、
航行効率が向上したことを示している。このことから、支援システムを使用する
ことによって、バーシング操船モードの効率が向上したことがわかる。
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③操作回数について
　操作回数の減少は、操船者が受ける負担の減少を示す指標であるが、効率面で
は、この傾向は適切な操作が行われていないと解釈することもできる。この観点
から、 操作回数と占有面積・航行時問との相関を調べ、支援システムの有効性に
ついて検証を行った。
　支援システムを使用しない実験では、舵、主機、バウ・スラスタを操作し、支
援システムを使用した実験では、J　S操船装置の移動方向・移動速度を入力する
レバー、船首方位を入力するダイヤルを操作することで、運動の制御を行うこと
となる。このように個々の入力装置の特性が異なるため、操作回数の比較は、全
ての操作回数の合計で行うこととする。
　図4．3．2．15は、操作回数と占有面積の関係を示している。縦軸は占有
面積を、横軸は操作回数を示している。図中の記号は、丸印が支援システムを使
用した実験を、四角印が支援システムを使用しない実験を示し、黒塗りの印は有
外乱時の実験を、白抜きの印が無外乱時の実験を示している。
　この図から、支援システムを使用した実験と支援システムを使用しない実験が、
大きく異なった傾向を示している。支援システムを使用した実験の占有面積につ
いては前述したが、それを達成するための操作回数も、支援システムを使用する
ことで、減少する傾向が見られた。
　また、航行時間と操作回数の関係を示したグラフを図4．3，2。16に示す。
縦軸は航行時間を、横軸は操作回数を示しており、図中の記号は、図4．3．2．
15と同一である。
　この図に関しても、支援システムを使用することで、操作回数の減少と、航行
時間の短縮が実現されていることがわかる。
　　　　　　　　　　　’
　以上のことから、支援システムを使用す．ることによって、安全性と効率性の向
上と同時に、操作毎に受ける負担を減少させていることがわかった。
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　各評価の結果、実行段階のバーシング操船モードの支援システムを用いること
で、航行時間の短縮、占有面積の縮小が確認された。これらから、支援システム
を使用することによって、適切な運航が行われていることがわかり、安全面・効
率面が向上していることがわかった。
　また、これらの結果を生みだした操作についても、操作回数の減少が認められ
たことから、操作によって操船者が受ける負担が減少したことがわかる。
　以上のことから、実行段階のバーシング操船モードの支援システムが有効であ
ることが検証された。
、
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4．4　考察
　4．3において、検証実験によって得られた結果を各項目毎に考察している。
本章では、それぞれの内容を支援対象毎にまとめ、検証実験全体を通して得られ
た結果について記す。
①操船計画作成段階
　操船者は、一般的に、離着桟操船に限らず目的とする海域を航行する前に、海
域の航行経路、加減速が必要ならばこれに対する計画等による操船計画を作成す
る。
　アプローチ操船モードにおける操船計画の作成に関しては、支援システムを使
用することによって、操船者が作成する操船計画を安全性・効率性を踏まえた内
容へと導かれていることが、検証実験の評価によってわかった。しかしながら、
先導的支援の内容が不十分であることが判明した。
　先導的支援は、適切な操船計画を提示することによって、操船者が作成する操
船計画を適切な内容へと導くことを目的とした支援方法である。しかしながら、
検証実験の結果、先導的支援で提示する操船計画には、操船者が操船計画を作成
する際に考慮している項目が十分に反映されていないことがわかった。
　これに対して、操船者が操船計画を作成する際に考慮する項目を、様々な観点
・評価によってその内容を把握し先導的支援に反映させることを、その対処方法
として挙げ、これを達成することを今後の課題とした。
　また、バーシング操船モードにおいても、支援システムを使用することによっ
て、操船計画が安全性・効率性を踏まえた内容へと導かれていることがわかった。
また、操船者が支援システムを使用して操船計画を作成する際に、先導的支援で
提示した操船計画を参考としていることが判明した。
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②　実行段階
　アプローチ操船モードにおいては、支援システムを使用することによって、操
船計画への追従度が向上することがわかった。また、効率面・安全面に関する評
価によって、支援システムを使用することで、操船者に状況に応じた効率性・安
全性の向上を促していることがわかった。また、航行全体に関しても、支援シス
テムを使用することによって、航行時間を観点とした効率性、計画航路との横偏
位距離を観点とした安全性が向上することが立証された。このことから、支援シ
ステムの目的である安全性と効率性の向上を達成していることがわかった。
　また、バーシング操船モードにおいても、支援システムを使用することによっ
て、実行中の安全性・効率性の向上、操船負担の減少を同時に達成していること
が確認された。この効果に関しては、ジョイ・スティック操船装置の影響が大き
いとの印象を受けた。
　以上のことから、今回提言した離着桟操船支援システムが有効であることが立
証された。この支援システムは、操船者の特性を取り込むことを支援システムの
開発方針とし、これを踏まえた支援方法によって構築されている。このことから、
支援システムの開発に、操船者の特性を取り入れることが有効であることがわか
ったQ
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量
第5章　おわりに
　支援システムには、　「負担の減少」と「効率性・安全性の向上」を同時に達成
することが求められている。本研究では、離着桟操船を対象とした操船支援シス
テムを、操船者の特性を取り入れることを開発方針とし、その内容について提言
を行った。
　船舶操縦シミュレータを用いて検証実験を行った結果、今回提言した支援シス
テム及び支援方法が有効であることが立証された。
　今回の支援システムの開発を通して、今後の支援システムの構築には、人間の
持つ一般的な特性をその基本方針とし、タスク固有の人問特性を解明・考慮して
構築することが有効であることがわかった。
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図3．5．1．6　操船計画作成段階の先導的支援のアルゴリズム
　　　　　（　バーシング操船モード　）
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図3．5．1．7　先導的支援が作成した航路
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図3．5．1．8　先導的支援が作成した操船スケジュ』一ル
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図3．5．2．1　実行段階の先導的支援のアルゴリズム
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図3．5．2．2　実行段階の先導的支援のアルゴリズム
　　　（　パーシング操船モード　）
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図4。3．1．11支援システムが提示した航路
　　　（　バーシング操船モード　）
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図4。3．で．13操船者が作成した初期の操船計画
　（　支援システム未使用：被験者A　）
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図4．3．1．14　システムが推定した操船スケジュール
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図4．3．1．17　操船者が作成した初期の操船計画
　　（　支援システム未使用：被験者B　）
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○：被験者A　　△：被験者B
　　　1．4
　　冊一
丑”
eα）1。3
脛画
ト国布
陣墾
旧難1・2
　）
　　　1，1
　　　　支援あり　　　　　支援なし
図4．3．1．22　占有面積の比率と支援システムの関係
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